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高架橋柱の耐震補強工事において,従来の鋼板巻立て工法では施工が困難であった高架下利用箇所や狭

隘な場所で,簡易に施工できる波形分割鋼板巻立て工法（耐震ラップ工法）を開発した．本工法は，分割

した鋼板を用いることにより人力施工を可能とし，波形およびくさび形鉛直継ぎ目のかみ合わせ効果に

より鋼板の現場溶接を不要とした工法である．本工法の耐震補強効果を確認するために，実物大の試験

体を用いた性能確認試験を行い，じん性補強効果およびせん断補強効果を確認した．

キーワード : 分割鋼板,高架橋,耐震補強,じん性補強,せん断補強

１．はじめに

兵庫県南部地震以降，ラーメン高架橋の既設柱等

を対象として鋼板巻立て工法を中心とした耐震補強

工事が施工されてきたが，高架下を店舗や事務所と

して利用している箇所や狭隘な場所などでは従来の

鋼板巻立て工法の施工が困難であり，これにかわる

補強工法が求められている．筆者らは，波形に切断

加工した分割鋼板を積み上げ，既設柱と鋼板の隙間

にモルタルを充填する波形分割鋼板巻立て工法（耐

震ラップ工法）を開発した（図-1 参照）．本工法

は，人力施工が可能で現場溶接が不要であることか

ら，狭隘な箇所での施工に特に優位性を発揮し，従

来工法と比較して工期短縮・コスト縮減が見込める

ものである．本論文は，正負交番載荷試験による耐

震ラップ工法の性能確認試験の結果，および供用中

の高架橋の柱を対象に行った試験施工の状況につい

て報告するものである．

２．耐震ラップ工法の構造

波形分割鋼板は，補強鋼板を周方向に2分割し，

高さ方向に柱幅の1/2の高さに分割したものであり，

くさび形鉛直継ぎ目を有する標準部分割鋼板とボル

ト接合により閉合する基部および頂部の端部分割鋼

板に大別される．標準部の分割鋼板は上・下端が波

形に切断加工されており，かみ合わせ効果により上

側および下側の分割鋼板と一体化を図る（写真-1）．

端部分割鋼板は標準部とのかみ合わせ効果が十分に

発揮できるように，鋼板の全強を伝達できるボルト

で接合を行う．

３．性能確認試験の概要

(1)試験体概要

試験体の諸元を表-1 に示す．図-2 に試験体 A-1

の断面図を示す．試験体 A-1 は新幹線の既設ラーメ

ン高架橋柱の実物大モデルであり，その他の試験体

標準部分割鋼板

端部分割鋼板

既設柱
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写真-1 波形分割鋼板の組立て状況

表-1 試験体諸元

(a)突合せ構造    (b)くさび形継ぎ目構造

図-3 鉛直目地の構造

写真-2 載荷試験状況

表-2 主要結果一覧

図-2 試験体断面（A-1）

は 2/3 モデルである．いずれの柱も補強前の破壊形

態はせん断破壊型である．実験パラメータは，せん

断スパン比，鋼板の板厚，基部分割鋼板の高さ，お

よび標準部の鉛直目地の構造とした．鉛直目地につ

いては，突合せ構造（A シリーズ）とくさび形継ぎ

目構造（B シリーズ）の 2 種類とした（図-3 参照）．

A-1 A-2 A-3 A-4

900×900 600×600 600×600 600×600

3150 2100 2100 1500

3.75 3.75 3.75 2.68

50 20 20 20

3.7 3.7 3.7 3.7

板厚(mm) 9 6 4.5 6

基部分割高さ D/2 D/3 D/3 D/3

鉛直目地 突合せ 突合せ 突合せ 突合せ

モルタル厚(mm)

波形分割
鋼板

試験体名称(Aシリーズ)

RC断面寸法(mm)

せん断スパン La (mm)
せん断スパン比 La/d

軸圧縮応力度(N/mm
2
)

B-1 B-2 B-3

600×600 600×600 600×600

1680 1375 1680

3.00 2.46 3.00

20 20 20

3.7 3.7 8.0

板厚(mm) 6 6 6

基部分割高さ D/2 D/2 D/2

鉛直目地 くさび形 くさび形 くさび形

モルタル厚(mm)

軸圧縮応力度(N/mm
2
)

波形分割
鋼板

試験体名称(Bシリーズ)

RC断面寸法(mm)

せん断スパン La (mm)
せん断スパン比 La/d

(2)載荷方法

載荷試験は，以下の条件で行った．写真-2 に載

荷試験状況の写真を示す．

・軸圧縮応力度

試験体の鉄筋コンクリート柱に作用させる軸

圧縮応力度は，死荷重＋列車荷重分として

3.7N/mm2を基本とした．なお，試験体 B-3 につ

いては，地下鉄の中柱の軸圧縮応力度を想定し

て，8.0N/mm2とした．

・降伏変位

正側・負側において最外縁の軸方向鉄筋が降

伏した時点の変位を降伏変位δyと定めた．

・載荷ステップ

降伏変位δy の整数倍を基本とし，変位制御

により ±1δy・±2δy・±4δy・±6δy･････

の正負交番載荷を各 3 サイクルずつ繰り返した．

４．性能確認試験の結果

(1)耐震ラップ工法による補強効果

載荷試験の主要結果を表-2 に，水平荷重と水平変位

関係の履歴曲線を図-4 に示す．なお，表中および図中

に示す水平荷重は P-δ効果を補正した値を示す．

試 験 結 果
補強前の試験体の

計算値

N 点
設計

せん断耐力
N点変位

Ｐy

(kN)

δy

(mm)

Pｍ

(kN)

δm

(mm)

δn

(mm)

Ｖyd

(kN)
δncal

(mm)

A-1 1057.4 14.3 1437.8 112.4 196.4 566.6 105.9

A-2 459.0 11.7 587.9 70.6 114.0 273.3 72.6

A-3 455.4 11.9 575.6 71.7 99.0 268.8 72.4

A-4 666.6 11.0 779.0 40.8 70.2 325.3 47.6

B-1 613.6 9.0 749.4 35.9 79.8 257.6 53.8

B-2 793.2 7.7 929.8 30.9 63.7 306.2 42.0

B-3 778.1 10.9 899.7 43.6 72.1 264.2 47.3

注. 試験値は全て正負平均値を示す．

　　補強前試験体のN点変位δncalは，破壊形態を曲げ破壊型と仮定した場合の値を示す．
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図-4 荷重－変位関係の履歴曲線 図-5 鋼板の最終変形状況

図-6 荷重－変位関係の包絡線の比較

(a)基部分割鋼板の高さの影響 (b)鉛直目地部の構造の影響
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a)せん断補強効果

全ての試験体において最大耐力点 M 点の水平荷

重 Pmが補強前の設計せん断耐力 Vydを大きく上回り，

破壊形態が曲げ破壊型となったことから，所要のせ

ん断補強効果が得られていることを確認した．

b)じん性補強効果

変形性能については，最大耐力後の耐力降下域で

降伏荷重を維持できる最大変位である N 点の変位

が計算値の 1.4～1.9 倍となっており，鋼板の板厚

およびせん断スパンに応じたじん性補強効果が得ら

れていることを確認した．

c)高軸力下での補強効果

試験体 B-3 の結果より軸圧縮応力度が 8.0N/mm2

の条件下においても，軸圧縮応力度が 3.7N/mm2 の

試験体の結果と同様な補強効果が得られることを確

認した．

(2)実験パラメータによる影響

a)基部分割鋼板の高さの違いによる影響

図-5に示すように，基部分割鋼板の高さの違いによ

り最終の鋼板の変形形状が大きく異なった．特に，

基部分割鋼板の高さが低い試験体A-2は，基部と2段

目の鋼板間の段差が顕著で，かみ合わせが局所的と

なった．これは，塑性ヒンジ領域が基部鋼板の高さ

以内に収まり，損傷領域が限定された場合（試験体

A-1）と，基部分割鋼板の高さが低いため塑性ヒン

ジ領域が上方に移動して2段目鋼板まで及んだ場合

（試験体A-2）の違いによるものと考えられる．こ

の結果，図-6(a)の荷重－変位関係の比較に示すよ

うに，基部分割鋼板の高さがじん性補強効果に大き

く影響を及ぼすことを確認した．

柱
基

部
か

ら
の

高
さ

(m
m

)

0

200

400

600

-600 0 600 -200-400

200

400

600

4000 200
鋼板幅(mm)

800

1200

1000

1400

1600

柱
基

部
か

ら
の

高
さ

(m
m

)

鋼板幅(mm)

(W) (E)

0

1800

300-300

(E)

1800

2200

2000

2400

2600

2800

800

1200

1000

1400

1600

(W)

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

-20 -15 -10 -5 0 5 10 15 20

　　　　δ／δy  （変位）

　
　

Ｐ
／

Ｐ
y 

 （
荷

重
）

A-1 (基部：D/2)

A-2 (基部：D/3)

-2.0

-1.5

-1.0

-0.5

0.0

0.5

1.0

1.5

2.0

-15 -10 -5 0 5 10 15

　　　　δ／δy  （変位）

　
　

Ｐ
／

Ｐ
y 

 （
荷

重
）

A-4 (La/d=2.68)

B-2 (La/d=2.46)

(a)試験体 A-1 (b)試験体 A-2

(c)試験体 A-3 (d)試験体 A-4

(e)試験体 B-1 (f)試験体 B-2

(g)試験体 B-3
試験体 A-1                 試験体 A-2

突合せ構造

くさび形継ぎ目

-275-



図-7 補強部材の非線形性

図-8 Y 点の部材角の比較 図-9 M 点の部材角の比較

表-3 M 点の部材角の比較

図-10 N 点の部材角の比較

b)鉛直目地部の構造の違いによる影響

鉛直目地が突合せ構造である A シリーズの試験の

結果，せん断スパン比（La/d）が小さい試験体 A-4

が，最大耐力点を超えてから分割鋼板の目開きが他

の試験体と比べて顕著となり，図-4(d)に示すよう

に耐力が急速に低下した．

このため，鉛直目地をくさび形継ぎ目構造に改良

した B シリーズの載荷試験を行った．また，B シリ

ーズでは基部分割鋼板の高さを試験体 A-1 と同様に

試験体幅の 1/2 とした．この結果，試験体 B-2 は，

図-6(b)に示すように試験体 A-4 と比べてせん断ス

パン比が小さいにも係わらずじん性能が向上し，最

終の鋼板の変形形状も試験体 A-1 と同様となった．

以上より，いずれもじん性補強効果に有意な差が

確認されたことから，耐震ラップ工法の標準仕様と

して，①ボルト接合を行う端部分割鋼板の高さは既

設部材の柱幅の 1/2 以上とし，②標準部の鉛直目地

をくさび形継ぎ目構造とした．

５．耐震ラップ工法の設計上の扱い

(1)補強後の部材の非線形性

鋼板巻立て補強した RC 部材の非線形性は，一般

に曲げモーメントと部材角の関係を用い，原点と次

の点を通るテトラリニアモデルの骨格曲線で表すこ

とができる（図-7 参照）．

C 点：ひび割れ点(Mc,θc)

Y 点：軸方向鉄筋の降伏点(My,θy)

M 点：最大耐力を維持できる最大変位点(Mm,θm)

N 点：最大耐力後の耐力降下域で降伏耐力を維持

できる最大変位点(Mn,θn)
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(2)じん性補強効果

実験値との比較を行う計算値は，「既存鉄道高架

橋柱等の耐震補強設計・施工指針－鋼板巻立て補強

編－」1）（以下，「鋼板巻立て指針」という）に準

拠して算出した．

a) Y点およびM点の部材角の比較

Y 点および M 点の部材角の実験値と計算値の比

較を図-8，図-9 に示す．また，図-8，図-9 には従

来の鋼板巻立てによる既往データ 1),2)を併せて示す．

実験値が全ての試験体で計算値を上回っており，耐

震ラップ工法による補強後の Y 点および M 点の部

材角については，「鋼板巻立て指針」の算定式で評

価できることを確認した．
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b) N点の部材角の比較

N点の部材角の実験値と計算値の比較を表-3およ

び図-10(a)に示す．鉛直目地が突合せ構造のAシリ

ーズの試験体では，実験値は「鋼板巻立て指針」の

算定式を用いた計算値（以下，「計算値①」とい

う）の80％程度となった．一方，鉛直目地をくさび

形継ぎ目としたBシリーズの試験体では，計算値①

の90％以上となり，鉛直目地部の改良の効果が得ら

れている．

A-1 0.06233 0.07555 0.06767 0.83 0.92

A-2 0.05426 0.06339 0.05536 0.86 0.98

A-3 0.04712 0.05863 0.05071 0.80 0.93

A-4 0.04677 0.05885 0.05135 0.79 0.91

B-1 0.04747 0.05316 0.04595 0.89 1.03

B-2 0.04633 0.05064 0.04359 0.91 1.06

B-3 0.04291 0.04159 0.03626 1.03 1.18
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表-4 波形分割鋼板が負担したせん断力

計算値①の算定に用いた「鋼板巻立て指針」の算

定式は以下のとおりである．式(1)はM点からN点

の塑性ヒンジ回転角の増加量であり，係数0.25は既

往の実験の平均値から定められたものである．

ここに，θn0：躯体変形による回転角，θn1：軸方向

鉄筋の抜出しによる回転角，δnb：塑性ヒンジ以外の

区間の躯体変形，δnp：塑性ヒンジの変形，θpn：塑

性ヒンジの回転角，La：せん断スパン，Lp：塑性ヒ

ンジ長を表す．

ここに，θpm：M点の塑性ヒンジの回転角，∆θpmn：M
点からN点への塑性ヒンジ回転角の増加量，

My,Mm：Y点およびM点の曲げモーメント（「鋼板

巻立て指針」の算定式による）を表す．

ここで，式(1)を既往の実験値の下限値を用いて

設定すると∆θpmn は式(2)のように表すことができる．

式(2)を用いて N 点の部材角を算出した計算値②

と比較すると，表-3 および図-10(b)に示すように

B シリーズにおいて実験値が計算値②を上回ってお

り，式(2)を用いることにより従来の鋼板巻立て補

強と同様に変形性能が評価できることを確認した．

以上より，鉛直目地部をくさび形継ぎ目構造とし

た場合のN点の部材角は，∆θpmnを式(2)により算出

することにより，「鋼板巻立て指針」の算定式を適

用できる．

(3)せん断補強効果

従来の鋼板巻立て工法を対象とした「鋼板巻立て

指針」は，母材の全強を伝達できる接合を前提とし

ている．しかし，耐震ラップ工法ではくさび形鉛直

継ぎ目接合に母材の全強を伝達することを期待して

いないことから，同指針に規定される設計補強せん

断耐力の算定式をそのまま適用することができない．

そこで，耐震ラップ工法では，式(3)のように鋼板

に受け持たれる設計せん断耐力 Vpldについて分割鋼

板の影響を考慮する係数αを設定する（従来の鋼板

巻立て工法；α＝1.0 に相当）．表-4 に示すように，

正負交番載荷試験では，「鋼板巻立て指針」に示さ

れる鋼板に受け持たれる設計せん断耐力 Vsd に対し

て，鋼板が負担したせん断力が最大で 54％となる

ことを確認しているが，これまでの試験ではせん断

耐力を定量的に把握するには至っていない．このた

め，安全側を考慮して，鉛直目地部を有する範囲で

負担されるせん断力を考慮しないものとし，柱各面

で鉛直目地部を有する範囲の高さ方向に占める割合

が 1/2 であることから，当面，係数αを 0.5 とした．

なお，今後の試験データの蓄積等により係数αにつ

いては見直しを行っていく所存である．

Vpld＝2・α・t・h・fsvyd／γb

ここに，Vpld：波形分割鋼板に受け持たれる設計せ

ん断耐力，α：鋼板分割の影響を考慮する係数

（一般に 0.5），t：波形分割鋼板の厚さ(mm) ，

h：充填材も含めた断面の高さ(mm) ，fsvyd：補強用

鋼板の設計せん断降伏強度  (N/mm2)，

fsyd：補強用鋼板の設計引張降伏強度(N/mm2) ，

γb ：部材係数（1.0）を表す．

鋼板に受け持た
れるせん断耐力

Ｖsd

(kN)

Ｐmax－Ｖyd

Ｖsd

  473.3

  604.8

  570.8

54%

  778.9

  275.8

  266.9

  445.8

  911.0   306.2  1118.9

  566.6

  273.3

  268.8

  325.3

試験体

最大
水平荷重

Ｐmax

(kN)

鋼板が負担
したせん断力
Ｐmax－Ｖyd

(kN)

補強前の設計
せん断耐力

Ｖyd

(kN)

A-1

A-2

A-3

 1345.5

  549.1

  535.7

24%

20%

29%

A-4

B-1

B-3

B-2

 3312.0

 1348.0

  917.9

 1348.0 33%

52%

51%

  771.1

  730.9

  835.0

  910.5

 1118.9

  257.6

  264.2

注．Vsdは「鋼板巻き立て指針」により算定

６．試験施工

(1)試験施工の概要

・施工時期：2006 年 7 月

・対象柱 ：ラーメン高架橋の RC 柱 4 本

（断面 900mm×900mm，高さ 5.5m）

・波形分割鋼板の厚さ：12mm

本試験施工の対象柱は，主鉄筋が2段配筋となっ

ており鉄筋量が多いため，12mmの鋼板が必要となっ

た．主鉄筋が1段配筋程度の柱であれば板厚が6mmま

たは9mmの波形分割鋼板での適用が可能となる．

10 nnn θθθ +=

anpnbn L/)(0 δδθ +=

)2/( papnnp LL −⋅= θδ

pmnpmpn θθθ ∆+=

mympmn MMM /)(25.0 −⋅=∆θ (1)

mympmn MMM /)(20.0 −⋅=∆θ -----ⅱ)

3/sydf=

(2)

(3)
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写真-3 基部波形分割鋼板組立て状況

（1 段当り平均 40 分）

写真-4 標準部波形分割鋼板組立て状況

（1 段当り平均 20 分）

写真-5 頂部波形分割鋼板組立て状況

（1 段当り平均 30 分）

写真-6 施工完了

 (2)試験施工の状況

写真-3～写真-6 に試験施工の状況写真を示す．

試験施工での施工速度は各写真に示すとおりであり，

狭隘な箇所でも本工法の施工性が良好であることを

確認できた．標準部については，柱の頂部付近にて

１段分の波形分割鋼板を組立てた後，チェーンブロ

ックを用いて降下させて所定の位置に設置した．な

お，波形分割鋼板が薄く軽量の場合には吊り治具等

が不要となり，さらに施工性の向上が期待できる．

７．まとめ

性能確認試験により，耐震ラップ工法を適用した

柱のせん断補強効果およびじん性補強効果について

定量的な評価を行った．この評価に基づいて，(財)

鉄道総合技術研究所から「既存鉄道高架橋柱等の耐

震補強設計・施工指針－波形分割鋼板巻立て補強編

－」3）が発行され，本工法は耐震補強工法の一工法

として確立された．

また，高架橋柱の耐震補強工事において試験施工

を行い，狭隘な箇所での施工性に優れていることを

確認した．今後，従来の鋼板巻立て工法では施工が

困難な箇所の柱を対象に耐震ラップ工法を普及させ

たいと考えている．
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